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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この訓令は、身体的障害又は精神的障害等の理由により自動車等の運転に危険性

があると認められる者を早期に発見し、必要な措置をとるとともに運転者からの安全運

転相談及び適性検査に関して、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この訓令において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 法 道路交通法（昭和35年法律第105号）をいう。 

(2) 公安委員会 山梨県公安委員会をいう。 

(3) 本部長 山梨県警察本部長をいう。 

(4) 免許課長 山梨県警察本部交通部運転免許課長をいう。 

(5) 署長等 山梨県警察本部の交通部各所属長及び警察署長をいう。 



(6) 適性検査所 山梨県運転適性検査所をいう。 

(7) 免許課 山梨県警察本部交通部運転免許課をいう。 

(8) 自動車等 法第２条に定める自動車及び原動機付自転車をいう。 

(9) 専門の医師 道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）第29条の３第２項

に定める医師をいう。 

第２章 適性検査所の設置等 

（設置） 

第３条 山梨県道路交通法施行細則（昭和35年山梨県公安委員会規則第７号。以下「細則」

という。）第13条第２項に規定する適性検査所は、免許課に置く。 

（職員） 

第４条 適性検査所に所要の職員を置く。 

（業務内容） 

第５条 適性検査所においては、次の業務を行う。 

(1) 運転者の適性検査に関すること。 

(2) 運転者の臨時適性検査に関すること。 

(3) 運転者の適性相談に関すること。 

(4) 適性検査の結果に基づく指導に関すること。 

第３章 適性検査 

（適性検査の対象者） 

第６条 適性検査は、次に掲げる者について行う。 

(1) 適性検査の申請があった者（免許試験を受けようとする者を含む。） 

(2) 安全運転管理者、運行管理者等から適性検査の申請があった者 

（適性検査の種目） 

第７条 適性検査は、次に掲げる種目の一部又は全部について行う。 

(1) 身体的（生理機能）適性検査 

(2) 精神医学的適性検査 

(3) 心理的適性検査 

（適性検査の実施方法） 

第８条 適性検査は次により行う。 

(1) ペーパーテストは、科警研編運転適性検査73―１若しくは73―２又はこれと同等



以上のものを使用して行う。 

(2) 機器検査は、模擬運転装置及び運転適性検査器を使用して行う。 

(3) 視力検査は、万国式試視力表、三桿
かん

法の奥行知覚検査器、自動制御式視野計、夜間

視力検査器、動体視力検査器等を使用して行う。 

(4) 聴力検査は、10メートルの距離で警音器を鳴らし聴取能力の測定を行う。 

（適性検査の実施者） 

第９条 第７条及び第８条の検査は、免許課長が実施し、必要と認めるときは、専門の医

師の検査を受けるよう指導するものとする。 

（適性検査の手続） 

第10条 免許課長は、第８条第１号又は第２号の適性検査について依頼があったときは、

次により受理し、本部長に報告するものとする。 

(1) 第６条第１号に掲げる者については、適性検査申請書（別記様式第１号） 

(2) 第６条第２号に掲げる者については、適性検査申請書及び適性検査依頼書（別記様

式第２号） 

２ 運転適性検査に係る手数料は、山梨県運転適性検査手数料条例（昭和45年山梨県条例

第42号）によるものとする。 

３ 適性検査の対象者には、口頭、電話その他の方法によって、検査日時、場所その他必

要な事項を通知するものとする。 

（適性検査結果の措置） 

第11条 第６条に掲げる者の適性検査の結果については、運転適性検査書（別記様式第３

号）又は機器検査の結果が記載された票により、個々の運転者に通知し、安全運転に関

する必要な指導を行うものとする。 

第４章 臨時適性検査 

（臨時適性検査の対象者） 

第12条 臨時適性検査は、次に掲げる者について行う。 

(1) 法第102条第１項から第４項まで又は第107条の４第１項の規定により検査を必要

とする者 

(2) 法第90条、第103条、第106条の２又は第107条の５の規定による行政処分の前提と

して事実認定のため検査を必要とする者 

(3) 次に掲げる場合において、法第102条第５項の規定による危険防止等のため検査が



必要と認められる者 

ア 運転免許を受けた者から適性検査を受けたい旨の申出があった場合において、そ

の申出に理由があると認められるとき。 

イ 運転免許を受けた者が交通違反をし、又は交通事故を起こした場合において、自

動車等の運転について必要な適性を備えていないおそれがあると認められるとき。 

（臨時適性検査の実施者） 

第13条 臨時適性検査は、次により免許課長が行う。 

(1) 前条第１号及び第２号に掲げる者に対する検査は、臨時適性検査嘱託書（別記様式

第４号）により専門の医師に委嘱するとともに、対象者に細則第13条第１項に規定す

る臨時適性検査通知書、適性検査受検命令書又は診断書提出命令書により通知して行

い、検査結果については、臨時適性検査書（別記様式第５号）により回答を求めるも

のとする。 

(2) 前条第３号に掲げる者に対する検査は免許課長が実施し、必要と認めるときは、前

号の定めるところにより、専門の医師に検査を委嘱し、検査結果の回答を求めること

ができる。 

（臨時適性検査の手続） 

第14条 署長等は、第12条第１号、第２号又は第３号イに掲げる者を発見したときは、速

やかに臨時適性検査の該当者発見報告書（別記様式第６号）に、必要な疎明資料（実況

見分調書、報告書、供述調書、送致書、診断書等）を添えて、公安委員会に報告するも

のとする。 

２ 署長等は、第12条第３号アに掲げる者から申出を受けたときは、臨時適性検査依頼書

（別記様式第７号）により受理し、臨時適性検査の該当者発見報告書に添付し、公安委

員会に報告するものとする。 

（臨時適性検査結果の措置） 

第15条 第12条に掲げる者の臨時適性検査結果については、法第90条、第91条、第103条、

第106条の２、第107条の４第３項又は第107条の５の規定により必要な措置を講ずるも

のとする。 

第５章 適性相談 

（適性相談の対象者） 

第16条 適性相談は、次に掲げる者からの相談に応ずるものとする。 



(1) 自動車等の運転免許保有者 

(2) 自動車等の運転免許試験（仮運転免許試験を含む。）を受けようとする者 

（適性相談の実施者） 

第17条 適性相談は、免許課長が指定する職員が行うものとする。 

（適性相談の手続） 

第18条 適性相談の手続は、別に定めるところにより行うものとする。 

（適性相談結果の措置） 

第19条 適性相談を実施した結果、適性検査又は臨時適性検査を必要とすると認めたとき

は、第３章又は第４章に定めるところにより措置するものとする。 

第６章 その他 

（秘密の保持） 

第20条 適性検査、臨時適性検査及び適性相談に関して知り得た秘密は、みだりに他人に

漏らしてはならない。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年８月23日本部訓令第12号） 

この訓令は、平成８年９月１日から施行する。 

附 則（平成14年５月31日本部訓令第９号） 

この訓令は、平成14年６月１日から施行する。 

附 則（平成21年５月28日本部訓令第７号） 

この訓令は、平成21年６月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月９日本部訓令第３号） 

この訓令は、平成29年３月12日から施行する。 

附 則（令和３年３月15日本部訓令第３号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されて

いる書類は、当分の間、この訓令による改正後の様式によるものとみなす。 

３ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 



附 則（令和７年３月18日本部訓令第５号） 

この訓令は、令和７年３月24日から施行する。 

 

別記様式 略


